
厚生労働科学研究費補助金  

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）  

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果  

及び医療経済学的評価のための研究」  

 

分担研究報告書  

「緑内障検診の方式別の精度評価、医療経済学的評価」  

 

研究分担者	 中野	 匡	 	 東京慈恵会医科大学眼科学講座・教授	

研究協力者	 阿久根陽子	 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科・特任助教  

研究分担者	 後藤	 励	  慶應義塾大学大学院経営管理研究科・准教授  

研究分担者	 平塚	 義宗	 順天堂大学眼科学教室・先任准教授	

研究代表者	 山田	 昌和	 杏林大学眼科学教室・教授	

	

 

【研究要旨】 

	 緑内障は現在日本における新規の視覚障害者の約 3 割を占め、2000 年以降は中途失明原

因の第 1位となっている。40歳以上における緑内障の有病率は約 5%、70歳以上では約 10%

に増加し、年齢とともに有病率が増加するコモンディジーズであることが大規模疫学調査

で報告されている。現状では緑内障患者の約 90%は未発見で未治療の状態とされているの

で、緑内障を早期に発見するための成人眼科検診が重要と考えられるが、成人眼科検診に

よってどのくらい眼科疾患の重症化が抑制され、失明者の減少に繋がるかは明らかでなく、

医療経済学的な意義は確立されていない。緑内障に関する眼科検診の費用対効果分析は

様々な国において実施されているが、その結果は一様でない。これは人種や地域によって

人口構成や緑内障の病型、有病率、予後が異なるためと考えられる。 

	 本研究では、成人眼科検診の緑内障に関する医療経済的効果と医学的効果（失明予防効

果）を明らかにするために、決断分析マルコフモデルを用いた評価を行った。ここでは特

に検診の実施可能性を考える上で重要な検診方法について検討した。2通りの眼科検診の方

法、①眼底写真のみと②眼底写真に OCT検査を加えた場合、および検査判定者が眼科専門

医と非専門医の場合の各々について、読影精度のデータを利用して費用対効果と医学的効

果（失明減少率）を評価した。その結果、眼底写真のみと眼底写真＋OCT の ICER には大

きな違いがなく、どちらも費用対効果的であったが、失明減少率は 12.3%と 26.2%と大きな

違いがあり、眼底写真＋OCT が優れた検診方法であることが示唆された。眼科専門医と非

専門医の比較では、眼底写真のみに関しては大きな違いは認められなかったが、眼底写真

＋OCT 検診では非専門医に比べて眼科専門医の方が費用対効果に優れ、更なる失明予防効

果が見込めることがわかった。 



	 緑内障を対象とした成人眼科検診では、費用や設備の問題はあるが、失明予防の観点か

らは眼底写真だけでなく OCTを加えた眼科検診が望ましいと考えられた。 

	

A.	 研究目的 

	 緑内障は現在日本における中途失明原因

の第 1 位で、森實らによる最新の報告では

新規に視覚障害者認定を受けた対象者の

28.6%が緑内障であったことが明らかにな

り（Journal of Ophthalmology. 63:26-33,2019）、

引き続き増加傾向が続いている事が確認さ

れている。2000年に実施された日本におけ

る緑内障の大規模疫学調査である多治見ス

タディによると、40歳以上における緑内障

の有病割合は、人口の約 5%に相当し、その

約 90%は未発見で未治療の状態にある事が

判明した。さらに 70歳以上では約 10%と年

齢とともに有病率が高くなることが確認さ

れ、糖尿病、高血圧、高脂血症などの生活

習慣病に匹敵した有病率の高い代表的な眼

科のコモンディジーズであることが明らか

となった。そのため健康寿命の延伸や高齢

者の QOL 維持のために緑内障を検出する

眼科検診プログラムの開発が急務と考えら

れる。 
	 しかしながら成人眼科検診によってどの

くらい眼科疾患の重症化が抑制され、失明

者の減少に繋がるかは明らかでなく、医療

経済学的な意義は確立されていない。たと

えば緑内障に関する眼科検診の費用対効果

分析は様々な国において実施されているが、

その結果は一様でない。これは人種や地域

によって人口構成や緑内障の病型、有病率、

予後が異なるためと考えられる。 
	 平成 28年度から 30年度厚生労働科学研

究費補助金「成人眼科検診の有用性、実施

可能性に関する研究」において、研究者ら

は特定健診を契機とした包括的眼科検査を

1360例に行い、緑内障の有病率が 12.9％と
高いこと、このうち未診断未治療の緑内障

が約 8 割であったことを報告した。また、
検診方法として眼底写真単独の場合の精度

（感度 55％、特異度 94％）に比べて、眼底
写真に光干渉断層計（OCT）を追加した場
合には感度 83％、特異度 93％となり、感度
が大きく向上することも報告した。 
	 本研究では眼科検診で発見された緑内障

に医療介入を行った場合の効果をマルコフ

モデルにより検討した。特に本分担研究報

告書では、2 通りの眼科検診の方法、①眼

底写真のみと②眼底写真に OCT 検査を加

えた場合、および検査判定者が眼科専門医

と非専門医の場合の各々について、読影精

度の違いのデータを利用して費用対効果と

医学的効果（失明減少率）を評価したので

報告する。 

 

B. 研究方法 

1．緑内障マルコフモデル 

検診方法別の眼科検診の効果比較は、分

担研究者の後藤らが報告した緑内障マルコ

フモデルを用いて行った。このモデルでは、

検診の効果を評価するために、眼科検診が

ある場合とない場合の 2 つのモデルが設定

されている。ベースケース分析では、眼科

検診を「眼科専門医が判読する眼底写真で



の緑内障検診」という設定で検討が行われ

た。ベースケースの眼科検診のスケジュー

ルは、40 歳から 5 年に 1 度の頻度で 74 歳

まで行う（最後の検診時の年齢は 70歳）と

した。この検診対象年齢は特定健診に合わ

せたものである。検診の受診率は、特定健

診の受診率を参考に 50％とし、検診受診で

要精検となった後の精密検査受診率は 60％

と仮定した。 

本検討では、検診方法別の眼科検診方法

の効果を評価するために、「眼科専門医が眼

底写真と OCTで判定する場合」、「眼科非専

門医が眼底写真で判定する場合」、「眼科非

専門医が眼底写真と OCT で判定する場合」

の 3 つのケースをベースケースに加えて、

合計 4パターンの比較検討を行った。 

各検診方法においては、異なる感度と特

異度の値をとると想定した。それぞれの数

値は、研究者らが行った緑内障診断の精度

評価研究で得られたものを用いた(表 1)。 

 

表 1	 様々な眼科検診の感度と特異度、検診費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用に関しては、眼底写真のみの検診費

用は、2,000 円と設定したが、OCT を検診

に加えた場合は 4,000円に増加するとした。

感度と特異度および検診費用以外のパラメ

ータは、検診方法の変化に伴う変更はなく、

ベースケースと同様の設定を用いた。 

シミュレーションのアウトカムは、ベー

スケースと同様に、増分費用効果比(ICER)

と失明減少率とした。 

 

2．MD値による緑内障予測能の検討 

MD 値は静的視野検査を行った際の視野

全体の感度低下を表す指標であり、緑内障

の重症度を表すのに用いられる。 

緑内障診断の精度評価研究の基にした

1,359 例の静的視野検査データから静的視

野検査の MD値（左右眼のうち悪い方の値）

による緑内障（少なくとも片眼の）の予測

能を Receiver operating characteristic curve 

(ROCカーブ) およびその線(Area under the 

curve, AU)を用いて検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に従

った。今回の研究内容は倫理審査委員会の

承認は不要と考えられるが、データソース

として用いた先行研究は倫理指針に従い、

医療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治

験審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会

の審査を受け、承認を受けている（承認番

号 1034および 744）。 

 

C. 結果 

1. 緑内障マルコフモデル 

ベースケースでは、検診群の増加費用は

19,794 円で、増加効用は 0.0061 であった。
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ICERは 3,257,215円/QALYとなり、日本で

は 500万円/QALYとされているWTP（支払

い意思額）を下回ることから、検診は

cost-effective であることが示された。また、

ベースケースの検診スケジュールでの失明

予防効果は 12.3%であった。ベースケース

の主な分析結果は分担研究者の後藤らの報

告書に詳しい。 

	 本研究では、検診方法を変えた場合の感

度分析の結果を示す。眼科検診の方法とし

ては、まず①眼底写真のみと②眼底写真に

光干渉断層計(OCT)を加えた場合の 2 通り

での検討を行った（表 2）。 

ベースケース（専門医による眼底写真の

み vs.眼検診なし）の ICER 3,257,215 円

/QALY、失明減少率 12.3%と比較して、専

門医による眼底写真＋OCT の ICER は

3,369,956円/QALYで失明予防効果は 26.2%

に上昇した。ICERに大きな違いがない上に

失明減少率を 14％程度大幅に上昇できるこ

とから眼底写真＋OCTが優れた検診方法で

あることがわかった。さらに、専門医によ

る①眼底写真のみに対する②眼底写真＋

OCTの ICERは 3,590,223円/QALYであり、

失明減少効果も 15.8%の増加が見込めるこ

とから、眼底検査に OCTを付加する場合の

費用対効果は担保されることがわかった。 

次に判定を眼科専門医か否かで検討を行

った。眼底写真のみに関しては非専門医判

定の ICERは 3,432,984円/QALYであり、失

明予防効果も 12.3%と専門医よりも費用対

効果は劣るものの大きな違いは認められな

かった。一方、眼底写真の検診を専門医か

ら非専門医にするケースは費用対効果的で

はなく、失明予防効果も見込めなかった

（ICER 52,238,301円/QALY、失明予防効果

0%）。さらに眼底写真＋OCT 検診は非専門

医に比べて眼科専門医が行ったほうが費用

対効果が高く、更なる失明予防効果が見込

めることがわかった（740,878円/QALY、増

分失明予防効果 5.9%）。 

 

表 2. 様々な眼科検診の ICERと失明予防率 

 

 
 

2. MD値による緑内障予測能の検討 

	 緑内障の有無と MD 値の関係を検討する

と緑内障ありの 168 例の MD 値は-4.13±

4.45 dB（平均±標準偏差）で、緑内障なし

の 1,191例では-1.19±2.55 dBであった。緑

内障ありの MD 値は緑内障なしに比べて有

意に低い（P<0.001, t-test） 結果であった。

ただし、MD値の分布をみてみると（図１）、

緑内障のありなしで症例の重なりが多く見

られることがわかる。 

 

青：緑内障なし 

赤：緑内障あり 

 



	 これは白内障や網膜疾患など緑内障以外

の疾患においても MD 値は低下するためで、

MD 値の緑内障診断における特異性が高く

ないことを示唆している。 

	 MD 値による緑内障診断の予測能の結果

は、AUCが 0.76 （95％信頼区間 0.72-0.80）

（図 2）であり、その予測能は Moderate な 

accuracyレベルであった。 

 

図 2	 MD値による緑内障診断の ROC曲線 

 
 

D. 考察 

	 日本の社会保障は、国際的にみて中程度

の福祉を、低い国民負担で実施してきたと

され、不足する財源を赤字国債で補いなが

ら社会保障制度を維持してきた現状がある。

しかし今後さらに進む超高齢少子化社会を

考慮すると、予防医学によって対象疾患を

早期発見し、重症化させずに早期に治療介

入することが医療経済的にも望ましいと考

えられる。このような観点から、近年日本

でも逼迫する医療費の抑制を念頭に、最適

な検診方法を検討する評価として、単に検

査の診断精度のみを比較するのではなく、

マルコフモデルなどを用いた医療経済評価

が盛んに行われるようになってきた。 

	 今回の検討では視覚障害の第一位で、今

後もさらに有病率の増加が危惧される緑内

障を対象疾患とし、成人眼科検診として現

在最も広く普及している眼底写真単独によ

る検診と、近年眼科外来で急速に普及し、

診療上不可欠な診断ツールとなった三次元

眼底解析装置である OCT 検査を眼科検診

に導入した際の有効性について、眼科医と

しての経験年数が診断精度にどのように影

響するかも加味して、医療経済的に最も望

ましい検診法の評価を試みた。 

	 今回のベースケースで検討した検診方法

は眼科専門医による眼底写真の読影で、検

診スケジュールは 40歳から 5年に 1度で最

後の検診は 70歳というものである。この場

合に緑内障を対象とした眼科検診は非検診

よりも費用対効果的で、失明減少効果が見

込めることが分かった。 

	 しかしベースケースでの失明減少率は

12.3％であり、期待されるような高い値で

はなかった。これは眼底写真の読影による

緑内障スクリーニングでは特異度は 94％と

高い値だが、感度は 55％であったためと考

えられる。ベースケースでは 5 年に 1 回の

検査で検診受診率を 50％と設定しており、

感度の問題で検診を受けても発見されない

緑内障患者が一定数存在するためである。

眼科検診による失明減少効果を高めるため

には、検診方法の精度の向上と検診スケジ

ュールの設定の２つが考えられる。特に感

度が重要な要素であり、感度が高い検査を

採用することで、感度が低い検査を頻回に

繰り返すのと同様の効果を得ることができ

ると想定される。 

	 検診方法について、眼底写真に OCT検査

を加えることで、緑内障診断の感度が 55％

から 83％へと大きく上昇することを我々は



先に報告している。一方、判定者について

は眼科専門医と非専門医の判定では、感度

は大きく変わらないが、特異度に影響する

ことがわかっている。今回、これらのパラ

メータを用いて検診方法による費用対効果

と失明減少率を検討した。 

	 検討の結果、眼底写真のみと眼底写真＋

OCT の ICER には大きな違いがなく、どち

らも閾値の範囲内であったが、失明減少率

は 12.3%と 26.2%と大きな違いがあり、眼底

写真＋OCTが優れた検診方法であることが

示唆された。眼科専門医と非専門医の比較

では、眼底写真のみに関しては ICER も、

失明減少率も非専門医判定は専門医よりも

劣るものの大きな違いは認められなかった。

しかし、眼底写真＋OCT検診では非専門医

に比べて眼科専門医の方が費用対効果に優

れ、更なる失明予防効果が見込めることが

わかった。今回の検討では OTCの追加検査

費用として 2000円を見込んでいるが、少な

くともこの範囲では、眼底写真+OCT 検診

が費用対効果の面からも医学的効果の面か

らも優れていると考えられた。 

 

E. 結論 

	 緑内障を対象とした成人眼科検診の医学

効果、費用対効果を検診方法の観点から検

討した。費用や設備の問題はあるが、失明

予防の観点からは眼底写真だけでなく OCT

を加えた眼科検診が望ましいと考えられた。 
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H.	 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得	 	 	 なし 

2． 実用新案登録	 なし 

3.	 その他	 	 	 	  なし	 	 	 	 	 	 	 	 	

 


